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展開」刑法雑誌 54 巻 3 号（2015 年）426 頁以下。
都法 58 巻 1 号（2017 年 7 月） 61









「Telecom-ISAC Japan」が、また平成 28 年 3 月からはそれを発展的に継承した
「ICT-ISAC」が発足し、また、金融機関によるサイバーセキュリティに関する
情報の共有・分析を行う「金融 ISAC」が発足している。さらに、インシデン











産学官連携の在り方～日本版 NCFTA の創設に向けて～（平成 25 年度総合セキュリ
ティ対策会議報告書）』（2014 年）1 頁以下。
3）　カナダにおける組織として、NCFTA Canada （National Cyber-Forensics and Train-













































































6）　最決平成 16 年 5 月 25 日（民集 58 巻 5 号 1135 頁）。















































このうち住民基本台帳の閲覧に関しては、平成 16 年 7 月 1 日付の総務省自治
行政局長通知により、住民基本台帳制度におけるドメスティック・バイオレン








警本部長名でそれを出すといった配慮がなされていたという。平成 24 年 11 月 11
日付産経新聞報道。





られている。名古屋地判平成 27 年 1 月 20 日（LEX/DB：25505781）。
13）　総務省「報道資料住民基本台帳制度におけるドメスティック・バイオレンス、ス
トーカー行為等の被害者の保護のための措置の一部改正」（2012 年）。
14）　平成 26 年 1 月 25 日付朝日新聞報道。
都法 58 巻 1 号（2017 年 7 月） 67
ことにより、同一被害者が同一加害者からさらに被害を受けるおそれが増加す
ること自体の問題性が意識されるようになった。このうち、逮捕状については、



















































「犯罪被害者等および証人を保護する方策」論究ジュリスト 12 号（2015 年）80 頁
など。
18）　東京地裁立川支判平成 29 年 2 月 28 日（裁判所ウェブサイト）。
19）　平成 28 年 5 月 25 日付各紙報道。






















































22）　なお、最大判平成 29 年 3 月 15 日（裁時 1672 号 1 頁）参照。
23）　安田・前掲注（20）論文 432 頁参照。

















て、政府間機関である FATF（Financial Action Task Force on Money Launder-
ing・金融活動作業部会）による改訂勧告（平成 15 年）に基づく形で、新たに
「犯罪による収益の移転防止に関する法律」（「犯罪収益移転防止法」）が制定さ
































10 条および 22 条。














































同様の理由から努力義務とされている（同法 21 条の 4）。
　他方で、古物競りあっせん業者には、出品された古物に盗品等の疑いがある
と認めるときに、ただちに、警察官にその旨を申告する義務が課されている






都法 58 巻 1 号（2017 年 7 月） 75
21 条の 7）。また、同じく警察本部長等は、必要があるときは、古物競りあっ
せん業者から盗品等に関し、必要な報告を求めることができるとされている









法犯の検挙件数 22 万 318 件のうち、防犯カメラが被疑者特定の端緒となった
件数が 1 万 2994 件で、検挙件数の 5.9％を占め、職務質問の 20.9％、被疑者・







平成 28 年 3 月末現在で、26 都道府県で合計 1,530 台である 32）。もちろん、そ
30）　以上について、友井昌宏「インターネットを利用した古物取引の安全の確保」時
の法令 1691 号（2003 年）27 頁以下。

















協定が締結されている。平成 29 年 1 月現在で、20 自治体との間で協定が締結












34）　平成 29 年 2 月 16 日付朝日新聞夕刊大阪版報道。
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の共有に関する協定が締結される例もみられる。平成 29 年 1 月 22 日には、
警視庁と足立区との間で、「足立区テロ及び災害対策事業の推進に関する覚書」

















態が生じ、当該行為の是非に関して物議をかもした 36）。また、平成 29 年 2 月に
35）　平成 29 年 1 月 27 日付産経新聞報道。
36）　その後、当該古書店は、警察からの要請に応える形で写真の公開を止め、当該
Web を削除した。平成 26 年 8 月 13 日付朝日新聞朝刊報道など。そして、警察の捜
査に基づき当該犯人は逮捕、起訴され、公判では、損害の一部弁償として被害店舗
に 10 万円を支払っていることなどが考慮され、懲役 1 年、執行猶予 3 年の刑が宣告

























37）　これらの一連の動きについて、平成 29 年 2 月 20 日付産経新聞報道など参照。
38）　広島高判昭和 30 年 2 月 5 日（裁特 2 巻 4 号 60 頁）参照。
39）　最決平成元年 7 月 7 日（刑集 43 巻 7 号 607 頁）参照。
40）　拙稿「街頭設置カメラの高機能化・生体認証機能と個人情報該当性─改正個人情
報保護法と防犯カメラ条例の意義─」法学会雑誌 57 巻 2 号（2017 年）218 頁以下。























































る。最決平成 16 年 10 月 13 日（裁判集刑 286 号 357 頁）。























45）　国家公安委員会・警察庁編『平成 28 年版犯罪被害者白書』（2016 年）42 頁。
46）　詳細に関して、たとえば、上野正史「警察における性犯罪対策～子どもに対する

























47）　前掲 63 頁および 67 頁。
48）　また、不法行為責任や国家賠償責任を生じさせないという観点も基準となろう。




提供の制限規定が、同法 16 条の特則として位置づけられる 49）。そのため、同法









































同条 1 項 1 号ないし 4 号（とりわけ 2 号）に該当するのでなければ、第三者
提供はできないことになる。他方で、たとえば、商店会加盟店や、近隣の同業
他社、他行他社の間で、防犯に関する情報を共同利用するという枠組みを作り、


























































有をすることができる（同法 8 条 2 項 4 号）。また、②民間組織が保有する個
人情報であれば、個人情報保護法 23 条 2 項または 3 項により、本人の事前の
同意がなくても、当該情報を第三者に提供することができる。
50）　関啓一郎『ポイント解説平成 27 年改正個人情報保護法』（2015 年）1 頁以下。

























証結果等について（第 3 次報告）』（2007 年）53 頁以下、岩井宜子「児童虐待防止
法改正の意義と課題」刑事法ジャーナル 10 号（2008 年）91 頁。




























都法 58 巻 1 号（2017 年 7 月） 89
人情報を含めた情報を、現行法の枠内で積極的に利用することが、今後、ます
ます要請されていくことが予想されるように思われる。
　そういった要請に迅速、的確かつ合理的に応えていくためには、より網羅的
な検討と、そこから、いわば「総論的」な理論を確立していくことが必要とな
るであろう。本稿は、それにはるかに及ばない内容でしかないことは一目瞭然
であるが、それらに向けた今後の検討課題のための一里塚とすることとしたい。
今後のさらなる検討に向けて、ひとまずは筆擱くこととする。
　本稿は、科学研究費助成事業（基盤研究（C））「技術の高度化等に伴う街頭
防犯カメラの新たな利用と法的規制のあり方の検討」（研究課題番号：26380095）
による研究成果の一部である。
